
全国の賃上げの状況 （報道ベース）

【経団連発表（５／２０）】

■２０２４年春闘 第１回集計 （定期昇給等を含む）

総平均（８９社） 回答・妥結額 １９，４８０円 アップ率 ５．５８％

⇒ ５％を超えるのは３３年ぶり

※製造業平均（７７社） 回答・妥結額 １９，９２０円 アップ率 ５．８５％
※非製造業平均（１２社） 回答・妥結額 １８，１６８円 アップ率 ４．８５％

【財務省 特別調査（地域企業における賃上げ等の動向：３月中旬～４月中旬調査） 1,125社】

■５％以上の賃上げ（ベアと定期昇給）を行った企業
大企業 ５３．８％ （前年度２６．１％）
中堅・中小企業等 ２４．４％ （前年度１３．４％）

⇒ 前年比で大幅増ではあるが、大企業と中堅・中小企業等の差が開いた

■人件費の価格転嫁ができていないとする企業
中堅・中小企業等 ５０．２％

⇒ 「同業他社の動向」「原材料費の転嫁を優先している」等の声

【参考】厚生労働省調査（毎月勤労統計調査確報（５／２３））

■2023年度の実質賃金は前年度比2．2％減、２年連続のマイナス
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資料



令和５年度 地域別最低賃金 （参考）
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岐阜
９５０円

長野
９４８円福井

９３１円

石川
９３３円

富山
９４８円

静岡
９８４円

愛知
1,027円

三重
９７３円

滋賀
９６７円

全国加重平均額
1,004円

東京
1,113円

大阪
1,064円

※適用労働者数による全国平均

＜令和５年１０月発効＞



賃上げに向けた県の支援 （参考）

【賃上げの機運醸成】

○「適正な価格転嫁の推進に向けた協定」の締結

・価格転嫁に関する支援策など各種情報の共有、周知や機運醸成等に取り組むべく、
令和６年３月に政労使２３機関・団体による協定を締結

【賃上げ支援策】

○小規模事業者パワーアップ応援補助金 【総額 ３億円】 ※募集期間：４／１０（水） ～ ５／１７（金）

・事業転換や事業規模拡大などに取り組む小規模事業者を支援する補助金
・賃上げした事業者に対して補助率を引き上げ【１／２以内→２／３以内】
※補助事業の終了時点において、事業場内最低賃金が申請時の事業場内最低賃金からプラス50円以上

○県制度融資「ＳＤＧｓ推進資金」

・ＳＤＧｓの推進やワークライフバランスなど働き方改革に取り組む事業者の資金繰りを支援
・県制度融資の最も低い利率を適用
・融資対象者に『パートナーシップ構築宣言』の登録・公表事業者を追加

○補助金やプロポーザル公募に係る評価項目への加点

【広報・周知】

○県ウェブサイトに支援策や相談窓口をまとめた専用ページを開設
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雇用の状況 （県調べ）

○３月の有効求人倍率は１．６０倍と、前月比 ０．０２ポイント上昇となった。
○３月の新規求人倍率は２．６５倍と、前月比▲０．０７ポイントとなった。

最近は設備操作オペレーターを中心に人材が不足してきた。（輸送用機械）
社員教育に必要な管理者等の人材が不足している。（輸送用機械）
社員同士の連携をはかり風通しの良い職場とするため、二人一組の飲食に対してコミュニケーション経費を支給
し、社員の流出を防いでいる。（輸送機械器具）
募集を広げているものの、賃上げにも関係してくるため応募は芳しくない。（電気機械器具）
大手自動車メーカーの出荷停止の影響は解消され、再び人手不足になってきた。
中途採用で正社員を募集しながら、派遣社員への切り替えも視野に入れている。（ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品） 4



資金繰りの状況 （県制度融資・県調べ）

【令和５年度新規融資実績】

○件数： 4,022件 （対前年度比 178.6％）

○金額： 620億円 （対前年度比 245.5％）

（うち「伴走支援型借換資金」の状況）
・民間ゼロゼロ融資の借換需要等に対応した資金。
融資実績1,923件(全体比48％)、423億円(同68％)。

・今年３月は単月で６６億円、４月は単月で４６億円と、
民間ゼロゼロ融資返済開始の最後のピークを迎えた。
※今年４月の当該資金は全体の約８割を占める。

【新規融資実績推移（年度別）】

・令和２年５月から令和３年５月までの間に実行
した民間ゼロゼロ融資の利用により、令和２年度
が突出。
※民間ゼロゼロ融資実績

件数 20,072件、金額 3,500億円

・令和５年度は、同融資の返済開始本格化や
利子補給期限の順次到来に伴い、「伴走支援
型借換資金」需要が高く、前年度比で増。
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伴走支援型特別保証制度を利用した借換
需要の波がきている状況。３月よりも４月に
入ってからの駆け込みが増えている。
（金融機関）

令和５年度 新規融資実績（月別）

新規融資実績推移（年度別）
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本日の論点 （ご発言いただきたい主な内容）

■賃上げ、価格転嫁の状況と課題

■人手不足の状況と課題

■円安による影響 （原材料費・エネルギーコスト高騰）

■その他当面の課題

物流２０２４年問題、ゼロゼロ融資返済開始の影響 など
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